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議案第２６号 

 

   令和５年度川越市一般会計予算 

 

 令和５年度川越市一般会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 121,000,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

（継続費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１２条第１項の規定による継続費の経費 

 の総額及び年割額は、「第２表継続費」による。 

（債務負担行為） 

第３条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期 

間及び限度額は、「第３表債務負担行為」による。 

（地方債） 

第４条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、 

限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第４表地方債」による。 

 （一時借入金） 

第５条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

5,000,000 千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第６条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流 

用することができる場合は、次のとおりと定める。 

⑴ 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合におけ 

る同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

   令和５年２月１３日提出 

 

                      川越市長  川  合  善  明 
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第１表　歳入歳出予算

（１）歳　入

市

款 項 金　 　額

千円

３ 軽 自 動 車 税 7
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34,712
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子
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50,000
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千円
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21,000,000
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事 業 名 年 度

千円

令和5年度 245,400

令和6年度 358,300

計 603,700

令和5年度 378,200

令和6年度 551,900

計 930,100

令和5年度 143,300

令和6年度 151,900

令和7年度 131,500

令和8年度 113,700

計 540,400

中 学 校 体 育 館
空 調 設 備 等
整備事業（第１期）

6 社会教育費
蔵 造 り 資 料 館
耐 震 化 事 業

3 中 学 校 費

年 割 額

小 学 校 体 育 館
空 調 設 備 等
整備事業（第１期）

2 小 学 校 費

款 項

教 育 費10

第２表　継続費
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第３表　債務負担行為

事 項 期 間 限 度 額

　広報川越の印刷製本に要する経費（令
和６年度事業分）

令和５年度から
令和６年度まで

　契約に基づき決定する期間中にお
ける広報川越の印刷製本に要する額

　川越市土地開発公社に対する債務保証
（令和４年度借入分）

令和５年度から
令和９年度まで

　元金1,641,000千円及びこれに伴
う利子との合計額

　公共用地先行取得費及び公共施設整備
費（令和５年度事業分）

令和５年度以降 　川越市土地開発公社が市の委託に
より行う公共用地の先行取得及びそ
の事業の実施とあわせて行う公共施
設の整備に要する額

　川越市土地開発公社が市の委託により
行う事業にあてるため金融機関から借り
入れる事業資金に対する債務保証（令和
５年度事業分）

令和５年度から
令和10年度まで

　元金764,400千円及びこれに伴う
利子との合計額

　川越市土地開発公社が市の委託により
行う事業にあてるため金融機関から借り
入れる事業資金に対する債務保証（令和
５年度に借入期限満了となる平成30年度
借入分）

同 上 　元金3,849,000千円及びこれに伴
う利子との合計額

　川越市芳野市民センター整備に係る設
計業務委託

令和５年度から
令和６年度まで

　47,289千円

　川越市総合福祉センターエレベーター
改修工事

令和６年度 　44,781千円

　公立保育所更新整備工事設計業務委託
令和５年度から
令和６年度まで

　30,469千円

　障害児通園施設園児送迎バス運行業務
委託（令和５年度契約分）

令和５年度から
令和10年度まで

　210,000千円

　川越市保健所空調・換気設備中央監視
装置等改修工事

令和６年度 　11,671千円

　川越市斎場予約受付管理、表示運営支
援システム運用・保守業務委託

令和６年度から
令和10年度まで

　15,118千円

　ごみ処理施設で使用する薬品購入に要
する経費（令和６年度事業分）

令和５年度から
令和６年度まで

　契約に基づき決定した期間中にお
けるごみ処理施設で使用する薬品購
入に要する額

　塵芥処理車（ディーゼル）の購入に要
する経費（令和５年度設定分）

同 上 　20,900千円

　川越市中小企業融資による県信用保証
協会が行う代位弁済に対する損失補償
（令和５年度融資分）

令和５年度以降 　県信用保証協会が行う保証債務額
のうち川越市が負担すべき額及び利
子

　川越市中小企業融資に係る利子補給金
（令和５年度融資分）

同 上 　融資取扱金融機関との契約に基づ
く利子補給額
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事 項 期 間 限 度 額

　準用河川久保川改修工事（岸町３丁
目）（令和５年度設定分）

令和６年度 　56,100千円

　立地適正化計画改定検討業務委託 同 上 　7,000千円

　川越線南古谷駅に係る自由通路設置及
び橋上化等に関する実施設計に要する負
担金

令和５年度から
令和６年度まで

　198,000千円

　川越市立芳野中学校エレベーター改修
工事

令和６年度 　28,000千円

　川越市立川越高等学校エレベーター改
修工事

同 上 　23,400千円

　川越市立菅間学校給食センターボイラ
更新工事

同 上 　44,770千円

-9-



 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

庁 用 自 動 車 

 

管 理 事 業 費 

4,500 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

5 . 0 ％ 以 内 

 政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合にはその

債権者と協定するものに

よる。 

 ただし、据置期間は２

年以内とし、本市財政の

都合により償還期限を短

縮し、又は繰上償還若し

くは低利に借換えするこ

とができる。 

市 民 セ ン タ ー 

 

整 備 事 業 費 

115,900 同 上 同   上 同       上 

地 域 ふ れ あ い 

 

センター改修事業費 

3,600 同 上 同   上 同       上 

文 化 施 設 設 備 

 

整 備 事 業 費 

7,400 同 上 同   上 同       上 

美 術 館 改 修 

 

整 備 事 業 費 

8,600 同 上 同   上 同       上 

総 合 体 育 館 設 備 

 

改 修 事 業 費 

3,800 同 上 同   上 同       上 

陸 上 競 技 場 

 

改 修 事 業 費 

19,800 同 上 同   上 同       上 

第４表 地方債 

千 円 
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

総合福祉センター 
 

施 設 改 修 事 業 費 
29,700 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

5 . 0 ％ 以 内 

政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合にはその

債権者と協定するものに

よる。 

 ただし、据置期間は２

年以内とし、本市財政の

都合により償還期限を短

縮し、又は繰上償還若し

くは低利に借換えするこ

とができる。 

民間社会福祉施設 

 

整 備 事 業 費 

15,800 同 上 同   上  同       上 

み よ し の 支 援 

セ ン タ ー 施 設 

改 修 事 業 費 

14,900 同 上 同   上 同       上 

旧 東 後 楽 会 館 

 

解 体 事 業 費 

132,700 同 上 同   上 同       上 

民 間 保 育 施 設 

 

整 備 事 業 費 

1,200 同 上 同   上 同       上 

公 立 保 育 施 設 

 

整 備 事 業 費 

114,500 同 上 同   上 同       上 

保 健 所 等 

 

改 修 事 業 費 

22,000 同 上 同   上 同       上 

千 円 
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

動 物 運 搬 施 設 
 

整 備 事 業 費 

4,200 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

5 . 0 ％ 以 内 

政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合にはその

債権者と協定するものに

よる。 

 ただし、据置期間は２

年以内とし、本市財政の

都合により償還期限を短

縮し、又は繰上償還若し

くは低利に借換えするこ

とができる。 

市民聖苑やすらぎの 

 

さと設備整備事業費 

19,500 同 上 同   上 同       上 

清 掃 運 搬 施 設 

 

整 備 事 業 費 

13,200 同 上 同   上 同       上 

東 清 掃 セ ン タ ー 

 

施 設 管 理 事 業 費 

68,700 同 上 同   上 同       上 

資 源 化 セ ン タ ー 

 

施 設 管 理 事 業 費 

671,800 同 上 同   上 同       上 

雨水建設改良事業費 260,000 同 上 同   上 同       上 

土 地 改 良 事 業 費 36,700 同 上 同   上 同       上 

グリーンツーリズム 

 

拠 点 施 設 事 業 費 

194,500 同 上 同   上 同       上 

千 円 
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

道路環境整備事業費 261,500 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

5 . 0 ％ 以 内 

 政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合にはその

債権者と協定するものに

よる。 

 ただし、据置期間は２

年以内とし、本市財政の

都合により償還期限を短

縮し、又は繰上償還若し

くは低利に借換えするこ

とができる。 

道路新設改良事業費 423,500 同 上 同   上 同       上 

橋 り ょ う 新 設 

 

改 良 事 業 費 

85,200 同 上 同   上 同       上 

河 川 整 備 事 業 費 660,500 同 上 同   上 同       上 

南古谷駅周辺地区 

 

整 備 事 業 費 

160,600 同 上 同   上 同       上 

川越駅西口都市基盤 

 

整 備 事 業 費 

184,200 同 上 同   上 同       上 

新河岸駅周辺地区 

 

整 備 事 業 費 

19,400 同 上 同   上 同       上 

街 路 事 業 費 1,800 同 上 同   上 同       上 

千 円 
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

歴 史 的 地 区 環 境 

 

整 備 街 路 事 業 費 

87,700 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

5 . 0 ％ 以 内 

 政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合にはその

債権者と協定するものに

よる。 

 ただし、据置期間は２

年以内とし、本市財政の

都合により償還期限を短

縮し、又は繰上償還若し

くは低利に借換えするこ

とができる。 

公 園 整 備 事 業 費 1,322,200 同 上 同   上 同       上 

旧 川 越 織 物 市 場 

 

整 備 事 業 費 

90,500 同 上 同   上 同       上 

公営住宅改修事業費 105,200 同 上 同   上 同       上 

教育センター施設 

 

整 備 事 業 費 

3,900 同 上 同   上 同       上 

認定こども園施設 

 

整 備 事 業 費 

5,000 同 上 同   上 同       上 

小 学 校 施 設 

 

整 備 事 業 費 

61,500 同 上 同   上 同       上 

小 学 校 大 規 模 

 

改 造 事 業 費 

3,600 同 上 同   上 同       上 

千 円 
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

小学校体育館空調 

 

設備等整備事業費 

245,400 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

5 . 0 ％ 以 内 

 政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合にはその

債権者と協定するものに

よる。 

 ただし、据置期間は２

年以内とし、本市財政の

都合により償還期限を短

縮し、又は繰上償還若し

くは低利に借換えするこ

とができる。 

中 学 校 施 設 

 

整 備 事 業 費 

47,000 同 上 同   上 同       上 

中 学 校 傾 斜 地 

 

整 備 事 業 費 

5,000 同 上 同   上 同       上 

中 学 校 大 規 模 

 

改 造 事 業 費 

3,600 同 上 同   上 同       上 

中学校体育館空調 

 

設備等整備事業費 

378,200 同 上 同   上 同       上 

高 等 学 校 改 修 

 

整 備 事 業 費 

46,700 同 上 同   上 同       上 

学 童 保 育 室 

 

整 備 事 業 費 

23,900 同 上 同   上 同       上 

千 円 
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

文 化 財 改 修 

 

整 備 事 業 費 

50,500 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

5 . 0 ％ 以 内 

 政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合にはその

債権者と協定するものに

よる。 

 ただし、据置期間は２

年以内とし、本市財政の

都合により償還期限を短

縮し、又は繰上償還若し

くは低利に借換えするこ

とができる。 

博 物 館 等 改 修 

 

整 備 事 業 費 

186,700 同 上 同   上 同       上 

霞 ケ 関 北 公 民 館 

 

建 設 事 業 費 

36,700 同 上 同   上 同       上 

公 民 館 改 修 

 

整 備 事 業 費 

19,200 同 上 同   上 同       上 

図 書 館 改 修 

 

整 備 事 業 費 

53,900 同 上 同   上 同       上 

学校給食センター 

 

施 設 整 備 事 業 費 

37,600 同 上 同   上 同       上 

千 円 
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

臨 時 財 政 対 策 債 750,000 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

5 . 0 ％ 以 内 

 

（ただし、利率見

直し方式で借り入

れる政府資金及び

地方公共団体金融

機構資金につい

て、利率の見直し

を行った後におい

ては、当該見直し

後の利率） 

 政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合にはその

債権者と協定するものに

よる。 

 ただし、据置期間は２

年以内とし、本市財政の

都合により償還期限を短

縮し、又は繰上償還若し

くは低利に借換えするこ

とができる。 

 

千 円 
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議案第２７号 

 

   令和５年度川越市国民健康保険事業特別会計予算 

 

 令和５年度川越市国民健康保険事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ32,461,500千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入 

金の借入れの最高額は、100,000 千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流 

用することができる場合は、次のとおりと定める。 

⑴ 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合におけ 

る同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

⑵ 保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれ 

らの経費の各項の間の流用 

 

   令和５年２月１３日提出 

 

                      川越市長  川  合  善  明 
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保

,488,573

険

４ 繰 入 金 2,7

税

60,489

6

１ 他 会 計 繰 入 金 2,

,

760,489

7

５ 繰 越 金 350,

2

000

１ 繰

7

越 金 350,000

,

６ 諸 収 入 13

4

5,003

3

１ 延滞金、加算金及び

4

過料 88,030

２ 市 預 金 利 子 33

３ 貸 付 金 元 金 収 入 736

４ 雑 入 46,204

第１表　歳入歳出予

１

算

（１）歳　入

国

款 項 金　

民

　額

千円

歳

健

　 　入　

康

　合　 　

保

計 32,461,50

険

0

１ 総 務 費

税

466,203

6

１ 総 務 管 理 費 28

,

4,648

7

２ 徴 税 費 179,55

2

4

３ 運 営 協

7

議 会 費 901

,

４ 趣 旨 普 及 費 1,1

4

00

２ 保 険

3

給 付 費 22,297,

4

043

１ 療 養 諸 費 19,005,645

２ 高 額 療 養 費 3,158,253

３ 移 送 費 101

２

４ 出 産 育 児 諸 費 103

１

国

,044

（２）歳　

庫

出

款 項 金

支

　 　額

千円

出 金 1

国

１ 国 庫 補 助 金 1

民

３ 県 支 出 金 22

健

,488,573

康

１ 県 補 助 金 22
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2

分 2,324,412

7

３ 介 護 納 付

,

金 分 809,095

0

４ 共 同 事 業 拠

0

出 金 7

１ 共

0

同 事 業 拠 出 金 7

５ 保 健 事 業 費 416,447

１ 特定健康診査等事業費 353,536

２ 保 健 事 業 費 6

６

2,911

傷

６ 公 債 費 1

病

１ 公 債 費 1

手

７ 諸 支 出 金 41,09

当

4

１ 償 還 金

諸

利 子 及 び 40,693

費

還 付 加 算 金

3

２ 延 滞 金 1

,

３ 貸 付 金 40

0

0

８ 予 備 費

0

30,000

0

１ 予 備 費 30,000

款 項 金　　　　額

千円

歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 32,461

３

,500

国 民 健 康 保 険 9,210

５

,705

事 業

葬

費 納 付 金

１

祭

医 療 給 付 費 分 6,07

諸

7,198

費

２ 後期高齢者支援金等
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議案第２８号 

 

   令和５年度川越市後期高齢者医療事業特別会計予算 

 

 令和５年度川越市後期高齢者医療事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 5,562,900千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

 

   令和５年２月１３日提出 

 

                      川越市長  川  合  善  明 
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者

0

１ 繰 越 金

医

10,000

療

４ 諸 収 入 8,105

保

１ 延滞金、

険

加算金及び過料 1,0

料

01

２ 償還

4

金及び還付加算金 7,

,

100

３ 預

5

金 利 子 4

第１表　歳入

9

歳出予算

（１）歳　

8

入

款 項 金

,

　 　額

千円6

歳　 　入

3

　 　合　

9

　計 5,562,900

１ 総 務 費 164,708

１ 総 務 管 理 費 144,086

２ 徴 収 費 20,6

１

22

２ 広 域

後

連 合 納 付 金 5,388

期

,092

１

高

広 域 連 合 納 付 金 5,3

齢

88,092

者

３ 諸 支 出 金 7,10

医

0

１ 償還金

療

及び還付加算金 7,1

保

00

４ 予 備

険

費 3,000

料

１ 予 備 費 3,000

4

（２）歳　出

,

款 項 金　 　

5

額

千円

歳　

9

　出　

8

　合　 　計

,

5,562,900

639

１

２ 繰 入 金 9

後

46,156

期

１ 一 般 会 計 繰 入 金 9

高

46,156

齢

３ 繰 越 金 10,00
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議案第２９号 

 

   令和５年度川越市歯科診療事業特別会計予算 

 

 令和５年度川越市歯科診療事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ83,700千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。  

 

令和５年２月１３日提出 

 

                      川越市長  川  合  善  明 
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2

4,134

9

４ 繰 越 金 1

,

１ 繰 越 金 1

1

５ 諸 収 入 300

4

１ 市 預 金 利 子 1

0

２ 雑 入 299

第１表　歳入歳出予算

（１）歳　入

款 項 金　 　額

千円

歳　 　入　

１

　合　 　計

外

83,700

来

１ 総 務 費 71,30

収

5

１ 施 設 管

入

理 費 71,305

2

２ 医 業 費 9,3

9

94

１ 医 業

,

費 9,394

1

３ 諸 支 出 金 1

4

１ 償 還 金 1

0

４ 予 備 費 3,000

１ 予 備 費 3,000

（２）歳　出

款 項 金　 　額

千円

歳　 　

２

出　 　合　

使

　計 83,70

用

0

料 及 び 手 数 料 125

１

１ 使 用 料 10

診

5

２ 手 数 料

療

20

３ 繰 入

収

金 54,134

入

１ 他 会 計 繰 入 金 5
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議案第３０号 

 

   令和５年度川越市介護保険事業特別会計予算 

 

 令和５年度川越市介護保険事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ26,336,200千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

 （歳出予算の流用） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規定により歳出 

予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

⑴ 保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれ 

らの経費の各項の間の流用 

 

   令和５年２月１３日提出 

 

                      川越市長  川  合  善  明 
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,

３ 支 払 基 金 交 付 金 6

9

,977,964

3

１ 支 払 基 金 交 付

3

金 6,977,964

,

４ 県 支 出 金

6
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4

１ 県 負 担 金 3

9
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５ 財 産 収 入 3,179
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１
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介
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１

護
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保
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険
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料
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７

5
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,

１ 繰 越 金 80

9
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８

3
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3

１ 延滞金、加算金及び

,
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6
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4
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第１表　歳入

9
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款 項 金　 　額

千円
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２
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１

国
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庫

１ 総 務 管 理

支
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出
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３ 介 護

5
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１

,
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（２）歳　出

1

款 項 金　
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　額

千円
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保

１ 国 庫 負 担 金 4

険
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料
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5
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費

6

４ 高額介

9
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0
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５

2
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２
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４
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旨

サービス等諸費 537

普

,933

３

及

そ の 他 諸 費 17,58
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議案第３１号 

 

   令和５年度川越市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算 

 

令和５年度川越市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ86,300千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

 

   令和５年２月１３日提出 

 

                      川越市長  川  合  善  明 
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0

330

３ 雑

9

入 167

第１表　歳入歳出予算

（１）歳　入

款 項 金　 　額

千円

歳　 　入　 　合　

１

　計 86,300

他

１ 母 子 父 子

会

寡 婦 86,300

計

福 祉 資 金 貸 付 費

繰

１ 総 務 費 86

入

,300

（２）歳　

金

出

款 項 金

5

　 　額

千円

0

歳　 　出

9

　 　合　 　計 86,300

２ 繰 越 金 17,293

１ 繰 越

１

金 17,293

繰

３ 諸 収 入 68,4

入

98

１ 市 預

金

金 利 子 1

２

5

貸 付 金 元 利 収 入 68,
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議案第３２号 

 

   令和５年度川越市川越駅東口公共地下駐車場事業特別会計予算 

 

 令和５年度川越市川越駅東口公共地下駐車場事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 114,400千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

 

   令和５年２月１３日提出 

 

                      川越市長  川  合  善  明 
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0

入歳出予算

（１）歳

8

　入

款 項

,

金　 　額

千円5

歳　 　

4

入　 　合　

8

　計 114,400

１ 事 業 費 112,258

１ 事 業 費 112,258

２ 公 債 費 1,142

１

１ 公 債 費 1,1

使

42

３ 予 備

用

費 1,000

料

１ 予 備 費 1,000

1

（２）歳　出

0

款 項 金　 　

8

額

千円

歳　

,

　出　

5

　合　 　計

4

114,400

8

２ 繰 越 金 5,000

１

１ 繰 越 金 5,000

使

３ 諸 収 入 8

用

52

１ 市 預

料

金 利 子 1

２

1

雑 入 851

第１表　歳
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議案第３３号 

 

   令和５年度川越市農業集落排水事業特別会計予算 

 

令和５年度川越市農業集落排水事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 207,500千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。 

（地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすことが

できる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表地方債」

による。 

 

令和５年２月１３日提出 

 

                      川越市長  川  合  善  明 
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び

４ 繰 越 金 79,3

負

65

１ 繰 越

担

金 79,365

金

５ 諸 収 入 3

1

１ 市 預 金 利 子 1

6

２ 延 滞 金 1

1

３ 雑 入 1

６ 市 債 29,300

１ 市 債 29,300

第１表　歳入歳出予算

（１）歳　入

款

１

項 金　 　額

千円

分

歳　

担

　入　 　合　

金

　計 207,

1

500

１ 農

6

業 集 落 排 水 総 務 費 13

1

4,595

１ 総 務 管 理 費 134,595

２ 公 債 費 68,905

１ 公 債 費 68,905

３ 予

２

備 費 4,000

使

１ 予 備 費 4,00

用

0

（２）歳　出

料

款 項 金　

及

　額

千円

歳

び

　 　出　

手

　合　 　

数

計 207,500

料 23,671

１

１ 使 用 料 23

分

,671

３

担

繰 入 金 75,000

金

１ 他 会 計 繰 入

及

金 75,000
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

農業集落排水事業費 29,300 

普 通 貸 借 

 

又 は 

 

証 券 発 行 

5 . 0 ％ 以 内 

 政府資金については、

その融資条件により、銀

行その他の場合にはその

債権者と協定するものに

よる。 

 ただし、据置期間は２

年以内とし、本市財政の

都合により償還期限を短

縮し、又は繰上償還若し

くは低利に借換えするこ

とができる。 

 

第２表 地方債 

千 円 
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議案第３４号 

 

   令和５年度川越市水道事業会計予算 

 （総 則） 

第１条 令和５年度水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１）給水戸数（月平均）          １６５，３００戸 

 （２）年間総配水量          ３９，８４４，６００㎥ 

 （３）一日平均配水量            １０８，８６５㎥ 

 （４）主要な建設改良事業の概要 

     配水管新設、改良等  事業費 ３，３７６，１７２千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

         収      入 

 第１款 水道事業収益         ６，９７０，６８０千円 

  第１項 営業収益          ６，５０９，８７２千円 

  第２項 営業外収益           ４６０，７９３千円 

  第３項 特別利益                 １５千円 

         支      出 

 第１款 水道事業費用         ６，６９５，０８４千円 

  第１項 営業費用          ６，６０７，２３１千円 

  第２項 営業外費用            ７７，６０２千円 

  第３項 特別損失              ５，２５１千円 

  第４項 予備費               ５，０００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額

に対し不足する額２，９８６，８５８千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調

整額２２２，１９５千円、減債積立金２００，０００千円、建設改良積立金１００，０００
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千円、過年度分損益勘定留保資金１，２７６，０２７千円及び当年度分損益勘定留保資金 

１，１８８，６３６千円で補填するものとする。）。 

         収      入 

 第１款 資本的収入          １，０８０，０１１千円 

  第１項 企業債             ６００，０００千円 

  第２項 国庫補助金             ４，２２１千円 

  第３項 他会計負担金           ４３，４８１千円 

  第４項 工事負担金           ３４５，８５４千円 

  第５項 水道施設加入金          ８６，４５４千円 

  第６項 固定資産売却代金              １千円 

         支      出 

 第１款 資本的支出          ４，０６６，８６９千円 

  第１項 建設改良費         ３，３８８，１６８千円 

  第２項 企業債償還金          ６７３，７０１千円 

  第３項 予備費               ５，０００千円 

（継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

款 項 事 業 名 総 額 年 度 年割額 

   千円  千円 

１資本的 

支 出 

１建 設 

改良費 

大字的場配水管改良

事業 

４２５，５３５ 令和５年度 

令和６年度 

２５５，３００ 

１７０，２３５ 

新宿浄水場配水ポン

プ設備更新事業 

１４９，０５０ 令和５年度 

令和６年度 

８９，４００ 

５９，６５０ 

新宿浄水場電気設備

更新事業 

３５６，０７０ 令和５年度 

令和６年度 

２１３，６００ 

１４２，４７０ 
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（債務負担行為） 

第６条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事       項 期 間 限  度  額 

日中・夜間緊急出動業務委託（単価契

約） 

令和５年度から 

令和６年度まで 

契約に基づき決定し

た契約期間中における

委託業務の執行に要す

る額 

水道管保守業務委託 
令和５年度から 

令和６年度まで 

契約に基づき決定し

た契約期間中における

委託業務の執行に要す

る額 

漏水対応等業務委託（単価契約） 
令和５年度から 

令和６年度まで 

契約に基づき決定し

た契約期間中における

委託業務の執行に要す

る額 

（企業債） 

第７条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 

 

 

配水管更新

事業費 

 

 

 

 

千円 

 

 

６００，０００ 

 

 

 

 

 

 

 

普通貸借 

 

 

 

 

 

 

 

年５．０％

以内 

 

 

 

 政府資金又は地方公共団体

金融機構については、その融

資条件による。銀行その他の

場合にはその債権者と協定す

るものとする。 

 ただし、企業財政その他の

都合により繰上償還又は低利

に借換えることができる。 
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 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）営業費用と営業外費用 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の

金額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費

の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

 （１）職員給与費      ６７１，９０６千円 

 （２）交 際 費           ４３千円 

 （たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、３１，４７４千円と定める。 

 

  令和５年２月１３日提出 

 

                      川越市長  川  合  善  明 
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議案第３５号 

 

   令和５年度川越市公共下水道事業会計予算 

 （総 則） 

第１条 令和５年度公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１）水洗便所設置戸数           １４６，３００戸 

 （２）年間処理水量          ４９，０００，０００㎥ 

 （３）一日平均処理水量           １３３，８８０㎥ 

 （４）主要な建設改良事業の概要 

     公共下水道施設整備  事業費 １，９７２，１００千円 

     公共下水道施設改良  事業費 １，３４０，７４５千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

         収      入 

 第１款 下水道事業収益        ６，４１６，８６９千円 

  第１項 営業収益          ４，７０２，３６６千円 

  第２項 営業外収益         １，６９４，４９５千円 

  第３項 特別利益             ２０，００８千円 

         支      出 

 第１款 下水道事業費用        ６，１５２，３２４千円 

  第１項 営業費用          ５，９０３，０００千円 

  第２項 営業外費用           ２２１，３４６千円 

  第３項 特別損失             ２２，９７８千円 

  第４項 予備費               ５，０００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額

に対し不足する額３，６６９，４５２千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調
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整額１８６，１２３千円、過年度分損益勘定留保資金２，９０８，４６４千円及び当年度分

損益勘定留保資金５７４，８６５千円で補填するものとする。）。 

         収      入 

 第１款 資本的収入            ９７１，６１１千円 

  第１項 企業債             ５００，０００千円 

  第２項 国庫補助金            ７３，０００千円 

  第３項 工事負担金               ７３８千円 

  第４項 受益者負担金           ３０，２００千円 

  第５項 分担金               ９，３００千円 

  第６項 他会計負担金           ５５，４０９千円 

  第７項 他会計補助金          ３０２，９６３千円 

  第８項 固定資産売却代金              １千円 

         支      出 

 第１款 資本的支出          ４，６４１，０６３千円 

  第１項 建設改良費         ３，６２７，５１９千円 

  第２項 企業債償還金        １，００８，５４４千円 

  第３項 予備費               ５，０００千円 

 （継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

款 項 事 業 名 総 額 年 度 年割額 

   千円  千円 

１資本的 

支 出 

１建 設 

改良費 

大字寺尾汚水幹線布

設替事業 

６８４，９３５ 令和５年度 

令和６年度 

令和７年度 

２７３，９００ 

２４３，８７０ 

１６７，１６５ 

新宿町二丁目下水道

人孔更生事業 

４３８，９００ 令和５年度 

令和６年度 

２６３，３００ 

１７５，６００ 

芳野台汚水中継ポン

プ場耐震補強事業 

２７０，０００ 令和５年度 

令和６年度 

１６２，０００ 

１０８，０００ 
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（債務負担行為） 

第６条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事       項 期 間 限  度  額 

 川越市水洗便所改造資金融資あつせん

条例による損失補償（令和５年度融資

分） 

令和５年度以降 

回収されない元本及

び納付すべき利子の合

計額 

埼玉県による寺尾調節池排水機場非常

用自家発電設備改築工事に対する負担金 

令和５年度から 

令和６年度まで 

協定に基づき決定す

る埼玉県が行う寺尾調

節池排水機場非常用自

家発電設備改築工事に

要する費用のうち川越

市が負担すべき額（負

担割合３１％） 

高圧洗浄車の購入に要する経費 
令和５年度から 

令和６年度まで 
２７，５００千円 

（企業債） 

第７条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利率 償 還 の 方 法 

 

 

下水道建設

改良事業費 

 

 

 

 

千円 

 

 

５００，０００ 

 

 

 

 

 

 

 

普通貸借 

 

 

 

 

 

 

 

年５．０％

以内 

 

 

 

 政府資金又は地方公共団体

金融機構については、その融

資条件による。銀行その他の

場合にはその債権者と協定す

るものとする。 

 ただし、企業財政その他の

都合により繰上償還又は低利

に借換えることができる。 
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 （一時借入金） 

第８条 一時借入金の限度額は、７００，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第９条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）営業費用と営業外費用 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第１０条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費

の金額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経

費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

 （１）職員給与費      ５９６，７８３千円 

 （２）交 際 費           ４３千円 

 （他会計からの補助金） 

第１１条 下水道事業費用及び資本的支出に充てるため、一般会計からこの会計へ補助を受け

る金額は、３２４，４３６千円である。 

 （たな卸資産購入限度額） 

第１２条 たな卸資産の購入限度額は、２５，６０８千円と定める。 

 

  令和５年２月１３日提出 

 

                      川越市長  川  合  善  明 
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